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研究成果の概要（和文）： 子宮頸がん検診の継続受診に焦点を当てて、がん当事者のナラティブと科学的根拠
を統合した統合的なエビデンスに基づくリスクコミュニケ―ションツールを開発することを研究目的とした。関
連文献の検討の結果、子宮頸がん検診の再受診を妨げる要因は、個人レベルでは、子宮頸がんのリスクの捉え
方、受診時の体験、受診の利便性が抽出され、対人レベルでは受診時の体験、環境レベルでは行政の施策や医療
環境の整備が抽出された。これに配慮し、子宮頸がん体験者のナラティブエビデンスと科学的根拠を統合したコ
ミュニケーションツールを開発し、専門家の意見から臨床における有用性を確認した。

研究成果の概要（英文）： The purpose of this study was to develop a risk communication tool 
effective for continuous examination of cervical cancer screening. This study aimed to develop 
evidence based tools that integrate narratives of cervical cancer patients and scientific evidences.
 As a result of review of related literature, there were three levels of obstacle factors. The 
individual levels were the way to capture the risk of cervical cancer, the experience at the 
consultation and the convenience of examination. The interpersonal level was experienced at the 
experience at the consultation, and the environmental level were measures of local governments and 
medical facility. In consideration of these inhibitory factors, we developed a communication tool 
that integrates the narrative evidence of cervical cancer patients and the scientific evidence. 
Moreover it was confirmed the clinical utility from expert opinion.

研究分野： 医歯薬学

キーワード： がん看護　がん検診　保健行動
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
がん対策推進基本計画の重要課題であるが

ん検診の受診率向上は、すでに、マーケティ

ング理論等に基づく介入研究、無料クーポン

の配布や受診の利便性をはかる施策が実施さ

れた。これらの効果については、子宮頸がん

検診で受診率32.3%を達成したことが報告さ

れている（国立がん研究センター，2013）。

しかし、再受診勧奨がないと、継続受診は

16.9%にとどまることが明らかにされた(厚生

労働省，2013)。こうした傾向は、国内にとど

まらず、がん検診受診率が比較的高い欧米諸

国においても類似していて、手紙や電話によ

るリマインダー、カウンセリングなどが行わ

れているが、継続受診効果の検証には至って

いない。 

様々な施策により、がん検診の受診率を向

上させることはできても、再受診率の向上し

ない現状は、一度受けた検診結果が良好であ

ることで、がんが再び他人事に追いやられて

しまうことを意味している。その結果、子宮

頸がん検診の対象者を啓発し続けない限り、

がん対策推進基本計画に示される数値目標

を達成し得ないことになり、医療経済的にも

非効率的な状況を生み出しているといえる。

このような、がんを非日常において生活して

いる市民の意識を大きく変化させるような

効果的な啓発のためのツール、介入方法の開

発が期待されている。 

 これまで、がん患者とその家族が検診をな

おざりにしたことへの後悔と自責感を抱く

こと(野村,2004)、この自責の念を乗り越え

て、がんの療養を成長過程ととらえなおす様

相が明らかされてきた(野村,2005；野村

他,2013)。さらに、がん患者自身が、患者サ

ロンをはじめとする多様な機会に、がん体験

者としてがん患者の療養に貢献しているこ

とは、がん対策基本法制定前後から、広く知

られている。しかし、がん検診による早期発

見の意義について、身をもって理解したがん

体験者の経験は、がん予防・早期発見という

観点からは十分に活用されていない。 

がん検診の啓発は、科学的根拠を中心に語

られており、子宮頸がん検診は、死亡率の低

減が確認された、科学的根拠を有するがん検

診の一つとして周知されている。子宮頸がん

検診の継続受診を促進するには、切実な経験

を通したがん体験者のナラティブ、経験に基

づくメッセージを従前の科学的根拠に統合

したコミュニケーションツールが有効であ

ると考えられた。 

 
２．研究の目的 
がん対策推進基本計画に基づく強化で、が

ん検診の受診率向上には一定の成果がみられ

始めている。しかし、受診率が飛躍的に増加

した子宮頸がんにおいても、現在の取り組み

が継続受診につながらないことが明らかにさ

れた。そこで、本研究は子宮頸がんに焦点を

当てて、がん医療の当事者のナラティブと科

学的根拠を統合した統合的なエビデンスに基

づくリスクコミュニケ―ションツールを開発

し、その有用性を検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1)子宮頸がん検診受診行動の関連要因把握 

子宮頸がん検診をキーワードとするシステ

マテックレビューを行った。子宮頸がん検診

においては、医療水準の差や婦人科検診に対

する知識・態度に、社会水準や文化的背景が

影響することが予測されたため、国内文献を

中心に文献を収集し、レビューを行った。レ

ビューを行う視点として、子宮がん検診の受

診あるいは継続受診を阻害する要因の抽出に

焦点化し、個人を取り巻く環境を分析の軸と

して、要因抽出をするようにした。 

(2)子宮頸がん検診受診率の高い先駆的な

取り組みの分析 

研究論文、識者、インターネットから情報

を得て選定し、アジア圏で受診率50％を達し

ている韓国における実態を把握した。 



(3)子宮がん体験者のナラティブの収集と

リスクコミュニケーションツールの作成 

子宮頸がん体験者の体験記、ブログ等に記

載された内容を詳細に読み、がん発見にいた

る経緯とその時の心情、体験を経た後の健康

や検診に対する姿勢について、類似するもの

をまとめ、分類した。さらに、それらの要素

を取り入れたストーリーを作成した。 

(4)作成したコミュニケーションツールに

関する有用性の検討 

体験記等の分析に基づくナラティブと、子

宮頸がん検診の科学的根拠と検査に伴うリス

クとベネフィットを記載したコミュニケーシ

ョンツールを作成し、健康女性、がん体験者、

有識者に対して意見聴取を行い、その有用性

を確認した。有用性については、がん検診を

受ける当事者にとって理解可能であること、

継続受診の意欲が起こること、ツール使用に

よるリスクについて検討した。 

 
４．研究成果 

（1)子宮頸がん検診受診行動の関連要因把握 

「子宮頸がん検診」をキーワードとしたシ

ステマティック・レビューを行ったところ、

我が国においては、1980年代からその端緒を

みることができた。2000年から2015年に至る

15年間で、総説等を含む原著論文は190件存在

していた。2000年から2005年までが16件だっ

たのに対して、2006年から2011年までは85件

と急増し、2012年から2015年までは89件とさ

らに増加していることがわかった。全体的な

テーマをみると、2004年以降から子宮頸がん

検診の効果を検討した論文が認められ、その

後はHPV、若年者の子宮がん検診啓発、ワクチ

ン接種の問題への転換していた。保健行動、

受診行動を促進することの必要性や効果的な

介入を検討しようとするものは、2010年以降

に認められた。 

子宮頸がん検診の受診を阻害する要因につ

いては、未婚者、若年者、閉経者の受診率が

低いこと、知識の不足や性経験の有無、羞恥

心等、時間のなさが阻害要因となっているこ

とが明らかにされていた。 

 これらを個人の保健行動を取り巻く環境

との関連を踏まえてエコロジカルな視点で

分析すると、環境との相互作用において、個

人レベル、対人レベル、環境レベルの３つの

水準が存在していた。個人レベルは、子宮頸

がん検診の受診対象者個人の内的な要因で、 

子宮頸がんのリスクの捉え方、受診時の体験、

受診の利便性が抽出された。対人レベルでは、

受診時に関わった医療者との関係で生じる

受診時の体験があった。さらに受診の可否に

関わる環境レベルの要因は、行政の施策や医

療環境の整備が抽出された。これら３つの水

準は相互に関係しあうものと推察された。し

かし、先行研究のレビューにおいては、対人

レベルの要因が医療者との関係しか抽出さ

れてこず、健康保持の支えともなる家族をは

じめとする密接な人間関係は、継続受診の鍵

となるものと考えられた。愛情で結ばれた密

接な人間関係におけるがん検診の意味付け

は、多様な阻害要因を越えた動機づけになる

ことが期待された。がん体験者の語る検診の

意味付けには、対人関係レベルの意味が含ま

れると考えられ、本研究で開発するツールの

方向性が示唆された。 

(2)子宮頸がん検診受診率の高い先駆的な取

り組みの分析 

 子宮頸がん検診の受診率向上に向けた先

駆的な取り組みで成果をあげていたのは、 

自治体や職域における情報提供、無料クーポ

ン配布による検診受診に伴う負担額の補助、

セミナー等による教育的介入などが認められ

た。いずれも、子宮頸がん受診率の向上は認

めたもの、再受診率の向上に対する貢献はわ

ずかであった。子宮頸がん検診については、

検診に羞恥心や苦痛が伴うため、文化的な影

響をうけやすいが、アジアにおいて50%の受診

率である韓国においては、学校教育の中での

若年者への啓発、職域を中心とした啓発が効



果的になされていた。 

(3)リスクコミュニケーションツールの作成

と有用性の検討 

 子宮頸がん検診の精度、受診の際の苦痛や

リスクなどについて文献検討した結果に加

えて、体験記やブログ等を分析して、リスク

コミュニケーションツールを作成した。子宮

頸がん体験者のナラティブについては、子宮

頸がんに限定すると、得られる情報源が限ら

れていたため、婦人科がん全般に範囲を広げ、

その類似性と相違点に留意して、記述内容を

精査し、構成要素を検討した。その結果、子

宮頸がん検診の受診率さらには継続受診の

動機づけとなる要素として、病前の健康観と

生活、病後の健康観・人生観の変化が抽出さ

れた。 

 これらの記述は、がん検診で早期発見でき

た場合と、自覚症状が生じてからの受診であ

る場合があり、必ずしも早期癌の時期に発見

できなかった記述があった。 

発見の経緯も発見時の状態も異なってい

たが、共通して記述されていたのは、病前の

健康観であり、健康は当たり前にあるものと

とらえられていた。その結果、自身の健康を

過信した生活、あるいは自身の健康よりも優

先せざるをえない何かを抱えていた生活に

ついて、一時的にではあったが後悔の念を抱

いたことが示されていた。病後の健康観は、

共通して、健康がかけがえのないものである

ととらえなおされ、自身の人生や生活につい

て熟慮する機会を得ていたことが記述され、

それを支える家族への感情も記述されてい

た。 

 この成果を基盤として、子宮頸がん検診の

再受診を促進するためのリスクコミュニケ

ーションツールは、検診の科学的根拠と医学

的な検査処置の理解に基づいて、受診者個人

にとってのリスクとベネフィットを検討す

るワークからなるパートと、婦人科がん経験

者のナラティブに基づく健康の意味、家族の

存在、婦人科がんを体験して思う検診の意義

について、検診対象者に語りかける口語体の

パートで構成した。 

 作成したリスクコミュニケーションの試

案について、健康女性、がん体験者、医療者

から、有用性について意見聴取した。その結

果、内容は誰にとっても理解しやすいもので

あったが、健康女性の意見として、体験者の

記述からがんになること、がんと診断される

ことへの恐怖心が高まる可能性が指摘され

た。また、医療者からは、再受診を促すこと

を目的とする場合、このツールを使用するタ

イミングの困難性が指摘された。検査後に配

布する場合、結果が出るまでの不安な時期に

目にすることで、恐怖心が増す可能性がある

という指摘であった。がん体験者からは、

人々に自身の体験が役立つことは、意味のあ

ることだとする意見を得た。 

(4)実践への適用と今後の課題 

 子宮頸がん検診の受診、再受診において、 

特に再受診については、十分な効果が得られ

る介入は、現時点では認められない。国外に

おいても同様で、受診時期の直前にリマイン

ダーをすることしか、継続受診効果は認めら

れていない。 

本研究で開発したリスクコミュニケーショ

ンツールは、個人の理性的な側面と感情的な

側面を同時に刺激することで、子宮頸がん検

診の再受診を促進しようとする萌芽期のもの

である。理解しやすい内容であること、感情

に訴えうるものであることは示唆されたが、

万人がその内容を前向きに受け止められると

は限らず、がんと診断されることへの恐怖や

懸念を高める可能性もある。したがって、子

宮頸がん検診から結果が判明するまでのどの

時期に、どのようなプロトコールで活用する

ことが、安全かつ効果的な介入になるのかに

ついては、さらに検討を重ねる必要がある。 

また、子宮頸がん検診対象者の年齢範囲は

広く、社会背景も多様である。未婚・既婚の



別、職業の有無など、健康観や人生観にかか

わる社会的な背景の多様さをツールにどのよ

うに反映させていくかも、重要な課題となる。

これらの課題について精査し、臨床活用可能

なツールに洗練することに加えて、効果的な

活用のプロトコールを合わせて開発していく

ことが必要である。 
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